
東急不動産ホールディングスグループにおける気候変動リスク評価について

2023年3月9日
東急不動産ホールディングス株式会社グループサステナビリティ推進部
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｜ 本日の内容 |

１．東急不動産ホールディングスのご紹介
・グループ概要
・環境経営と脱炭素社会への目標・取組み

２．当社の気候変動リスク評価について・TCFDへの取組み
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｜ TCFDへの取組み（全体像） 〔はじめに〕｜

2018 環境省支援事業参画
2019 賛同
2021 対外開示
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東急不動産ホールディングスグループ概要

環境経営と脱炭素社会への目標・取組み
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当社グループは、不動産開発から管理・運営、仲介・流通、
インフラ構築や不動産投資まで、バリューチェーン全体にわたる
幅広い事業を展開しています。

｜グループ概要｜
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｜ 価値創造への取り組みテーマ（マテリアリティとSDGs） |
ありたい姿を実現するために、重視する社会課題から抽出した６つのテーマに取り組む。

Group Vision2030より抜粋
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｜ ステークホルダー ｜
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｜ ⻑期ビジョン ｜
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｜ 環境経営による価値創造 ｜
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｜ 脱炭素社会 への取り組み｜
● 目標

● 具体的な省エネ・再エネ取り組み

スコープ 1・2
（自社）

スコープ 3※1

（サプライチェーン）

※1. 当社のSBT認定における削減目標対象はカテゴリ1・2・11

2023年度 CO₂削減 50%以上（2019年度比）
RE100の前倒しなどにより、早期の目標水準到達を実現

パートナー（建設会社等）との協働取り組み
● 建築時CO₂排出量の正確な把握と削減要請など

顧客への脱炭素価値提供
● ZEB/ZEHや環境認証取得、再エネ提供など

2030年 SBT 1.5℃目標の達成 CO₂削減 46.2％（2019年度比）

RE100
※東急不動産

ZEB/ZEH 環境認証
取得

再エネ事業
ReENE(リエネ)
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｜ 建物性能の目標 ｜

住宅事例
宣言を経て
実行フェーズへ



12© TOKYU FUDOSAN HOLDINGS CORPORATION

｜ 環境性能建物の主な事例 ｜
【ブランズ千代田富士見】
・高炉スラグの活用
・コンクリート型枠用合板に持続

可能性に配慮した木材(認証材・
国産材等)を使用

・ZEH-M Oriented

・太陽光パネルの搭載

【キャンパスヴィレッジ生田】
・木造ハイブリッド構造
・ZEH-M Oriented

・太陽光パネルの搭載

ZEH推進と同時に、環境負荷を低減する資材で採用
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ZEB の事例 NOTIA

【東急コミュニティー技術研修センターNOTIA 】（2019 年 5 月開業）・建物そのものが研修素材・実証実験の場として最先端の省エネルギー技術を導⼊・東京都内の事務所ビルで初めて「NealyZEB *」（BELS）を取得
* 基準⼀次エネルギー消費量から７５%以上削減
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NOTIA 省エネ∕創エネ技術
① 建築上の省エネルギー機能LOW-E 複層ガラス、外断熱、縦ルーバー・庇、自然換気② 設備上の省エネルギー技術(空調) 躯体利⽤放射空調システム 、躯体蓄熱ナビゲーション ＋ 地中熱利⽤③ 設備上の省エネルギー技術(電気・照明) 全館ＬＥＤ照明、昼光連動制御、デジタルサイネージ ＋ 太陽光発電
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NOTIA 産学連携で効果検証

竣工後・各設備の省エネルギーに向けた運⽤改善を徹底・2019 年には、年間⼀次エネルギー削減率「83.2％」を達成検証の結果、次の３点がエネルギー削減に大きく寄与・⾼効率熱源システムで輻射空調⽤に中温冷⽔を⽣成し、熱源効率を向上・屋上・壁面に太陽光パネル計 139 枚を設置し、エネルギーを創出・照明 昼光連動制御・スケジュール制御で、無駄な照明エネルギーを削減
空気調和・衛⽣工学会 学会賞 「技術賞」建築設備技術者協会「カーボンニュートラル賞」



16© TOKYU FUDOSAN HOLDINGS CORPORATION

｜ オフィスビル事例（循環型社会、DX） ｜
■ 保存建築・再生建築で既存資源を活用

→廃棄物削減、CO2削減、コスト削減（例：工期短縮、躯体再利用）

■ 新たな環境技術の採用
（スマートガラス）
センサーとAIで
自然光と熱量を最適化
消費エネルギー△20％
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｜ 再⽣可能エネルギー事業 ｜
■国内トップクラスの規模
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｜ RE100達成の要件 ｜
事業施設※１の使用電力を 100％再エネに切替完了（国内事業会社初）

CO₂削減量: 約13.8万t/年 ※⼀般家庭約6.8万軒分
※東急不動産㈱について

コジェネ発電については、国内市場にグリーンガスがないため除く（但し、CNガスにより脱炭素）
一部共同事業・一時保有施設除く

オフィスビル 商業施設 リゾート施設
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自社再エネ事業による発電を自社事業施設で利⽤
１．当社発電所のトラッキング付非化石証書

２．当社発電所の⽣再エネ供給
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参考）再エネ発電所と地域社会との協働
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｜ 東京ポートシティ⽵芝（適応策の例）｜
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｜ ESGファイナンス ｜
■ボンドポリシー制定

ESG債の継続発⾏を通じて、サステナブルな社会実現と投資機会の提供、安定的な調達基盤
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｜ ESGファイナンス ｜
■サステナビリティ・リンク・ボンドの発⾏
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気候変動リスク評価について

TCFDへの取組み



25© TOKYU FUDOSAN HOLDINGS CORPORATION

｜ TCFDへの取組み（全体像） ［再掲］｜

2018 環境省支援事業参画
2019 賛同
2021 対外開示
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｜ ガバナンス体制図｜
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｜気候関連の重要課題｜
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｜ リスク評価（シナリオ分析①：1.5℃）｜
種別 時間

軸
リスク・機会 戦略 財務影響

【移行リスク】
政策・法規制
市場・評判
【機会】
エネルギー源
製品・サービス
市場

中期

【リスク】省エネ法の強化お
よびZEB・ZEH義務化に伴い新
築・改修コストが上昇
【リスク】炭素価格制度の導
入により建築・運営コストが
上昇
【リスク・機会】テナントに
よるZEB建物に対するニーズが
増大し、賃料・空室率に影響
【リスク・機会】住宅購入者
によるZEHに対するニーズが増
大し、商品間の競争が激化
【機会】再エネ電力のニーズ
が大きく増加

【共通】新築建物のZEB・ZEH化、
既存運営施設の設備更新を積極
的に推進し、再エネ電力の早期
導入により差別化を図る
【共通】内部カーボンプライシ
ング導入により、各事業の低炭
素化を推進し、炭素価格導入の
影響を低減する
【共通】ゼネコンと協働で建設
段階までのCO₂排出量を削減し、
炭素価格導入の影響を低減する
【リゾート】地域の自然エネル
ギーを活用する
【再エネ】ニーズ増加に対応し
て事業を拡大する

【都市】中期的には建物投
資額の増加による影響度が
「⾼い」が、⻑期的には
ZEB化完了後の賃料収入増
加が相殺して影響度は「や
や低い」
【住宅】市場ニーズへの的
確な対応により、影響度は
「やや低い」
【リゾート】再エネ導入に
より、影響度は「やや低
い」
【再エネ】ニーズが順次増
加し、プラスの影響度は
「⾼い」

【物理的リス
ク】
急性
慢性
【機会】
レジリエンス

⻑期

【リスク】自然災害による施
設の損傷が漸増
【リスク・機会】テナントに
よる施設のBCP対応に対する
ニーズが増加し、賃料・空室
率に影響
【リスク・機会】住宅購入者
によるLCPに対するニーズが増
大し、地域の選別や商品間の
競争が激化
【リスク】気温上昇により、
スキー場の営業期間が短縮

【共通】建物の立地選定、およ
びテナント・居住者との連携に
よるBCP・LCP対応強化により、
差別化を図る
【リゾート】オフシーズンの施
設利用により、収益を確保する

【共通】建物修繕改修投資
額が増加するが、差別化に
よる収益確保により、影響
度は「やや低い」
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｜ リスク評価（シナリオ分析②：3℃）｜
種別 時間

軸
リスク・機会 戦略 財務影響

【移行リスク】
政策・法規制
市場・評判
【機会】
エネルギー源
製品・サービス
市場

中期
⻑期

【リスク】省エネ法の強化および
ZEB・ZEH義務化に伴い新築・改修
コストが上昇
【リスク】炭素価格制度の導入に
より建築・運営コストが上昇
【リスク・機会】テナントによる
ZEB建物に対するニーズが増大し、
賃料・空室率に影響
【リスク・機会】テレワーク普及
により、テナントオフィスの需要
が縮小して賃料・空室率に影響す
るが、サテライトオフィスのニー
ズが増加
【リスク・機会】住宅購入者によ
るZEHに対するニーズが増大し、
商品間の競争が激化
【機会】再エネ電力のニーズは増
加

【共通】新築建物のZEB・ZEH化、
既存運営施設の設備更新を積極的に
推進し、再エネ電力の早期導入によ
り差別化を図る
【共通】内部カーボンプライシング
導入により、各事業の低炭素化を推
進し、炭素価格導入の影響を低減す
る
【共通】ゼネコンと協働で建設段階
までのCO₂排出量を削減し、炭素価
格導入の影響を低減する
【都市】テレワーク普及を見越して、
サテライトオフィスを展開する
【リゾート】地域の自然エネルギー
を活用する
【再エネ】ニーズ増加に対応して事
業を拡大する

【都市】ZEB化のスピードが
遅く、中期・⻑期とも建物投
資額の増加による影響度が
「やや⾼い」
【住宅】市場ニーズへの的確
な対応により、影響度は「や
や低い」
【リゾート】再エネ導入によ
り、影響度は「やや低い」
【再エネ】ニーズが順次増加
し、プラスの影響度は「やや
⾼い」

【物理的リスク】
急性
慢性
【機会】
レジリエンス

⻑期

【リスク】自然災害による施設の
損傷が増加
【リスク・機会】テナントによる
施設のBCP対応に対するニーズが
増加し、賃料・空室率に影響
【リスク・機会】住宅購入者によ
るLCPに対するニーズが増大し、
地域の選別や商品間の競争が激化
【リスク】気温上昇により、ス
キー場の営業期間が短縮、ゴルフ
場の管理コストが増加

【共通】建物の立地選定、およびテ
ナント・居住者との連携による
BCP・LCP対応強化により、差別化を
図る
【リゾート】オフシーズンの施設利
用、降雪量が多い⾼緯度エリアのス
キー場への集中投資、耐暑性の強い
芝を用いたゴルフ場管理により、競
合施設と差別化を図る

【共通】建物修繕改修投資額
が増加するが、差別化による
収益確保により、影響度は
「やや低い」
【リゾート】営業可能期間の
短縮およびエリアの縮小によ
る収益減は大きいが、立地の
選別、競合施設との差別化策
により、影響度は「中程度」
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｜ リスク評価（シナリオ分析③：4℃）｜
種別 時間

軸
リスク・機会 戦略 財務影響

【移行リスク】
市場・評判
【機会】
エネルギー源
製品・サービス
市場

⻑期

【リスク】気温上昇によりゼネコ
ンの建設コスト、および運営時の
空調費が増加
【リスク・機会】テレワーク普及
により、テナントオフィスの需要
が縮小して賃料・空室率に影響す
るが、サテライトオフィスのニー
ズが増加
【リスク・機会】気温上昇に対応
して、住宅購入者による⾼性能住
宅に対するニーズが増大
【機会】再エネ電力は政策支援が
弱く、市場動向は不透明

【共通】気温上昇の緩和策として、
新築建物の⾼性能化、既存運営施設
の設備更新を積極的に推進し、再エ
ネ電力の早期導入により差別化を図
る
【都市】テレワーク普及を見越して、
サテライトオフィスを展開する
【リゾート】ワ―ケーションなど新
しいリゾート生活スタイルを提案す
る
【再エネ】ニーズの動向に対応して
事業を拡大する

【都市】テナントオフィス
ニーズの縮小をサテライトオ
フィスでカバーすることで、
「低い」プラスの影響
【住宅】市場ニーズへの的確
な対応により、影響度は「や
や低い」
【リゾート】再エネ導入によ
り、影響度は「中程度」
【再エネ】ニーズの動向が不
透明のため、プラスの影響度
は「低い」可能性

【物理的リスク】
急性
慢性
【機会】
レジリエンス

⻑期

【リスク】海面上昇の影響が増加
し、自然災害による施設の損傷が
激増
【リスク・機会】テナントによる
施設のBCP対応に対するニーズが
増加し、賃料・空室率に影響
【リスク・機会】住宅購入者によ
るLCPに対するニーズが増大し、
立地の選別や商品間の競争が激化
【リスク】気温上昇により、ス
キー場の営業期間が短縮、ゴルフ
場の熱中症対策を含む管理コスト
が増加、太陽光発電施設の効率が
低下

【共通】建物の立地選定、およびテ
ナント・居住者との連携による
BCP・LCP対応強化により、差別化を
図る
【リゾート】オフシーズンの施設利
用、降雪量が多い⾼緯度エリアのス
キー場への集中投資、耐暑性の強い
芝を用いたゴルフ場管理により、競
合施設と差別化を図る
【再エネ】蓄電池導入を含めた地域
社会のインフラ強化策として差別化
を図る

【共通】建物修繕改修投資額
が増加するが、差別化による
収益確保により、影響度は
「中程度」
【リゾート】営業可能期間の
短縮およびエリアの縮小によ
るり、影響度は「やや⾼い」
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｜ 事業戦略への影響｜
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｜ 財務計画への影響｜
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｜ リスクの識別・評価のプロセス｜
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｜ マテリアリティとKPI｜
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｜ 最後に｜
・2021年5⽉の⻑期ビジョン、2022年5⽉の中期経営計画と

TCFDで対応した、気候変動のリスク・機会、戦略、指標
と目標などが、相互に連動して組み込み（移行計画策定中）。

・課題は、スコープ３、水セキュリティや自然資本を含めた
対応（「気候変動」対応範囲の拡大、ルールの詳細把握と
自社活動への落し込みを、限定的なリソースの個社で行う
という現状）

・国際ルールを踏まえた日本共通ルール整備による標準化と
自社ならではの具体的な事業活動への注力



ご清聴ありがとうございました

【お問合せ】古賀 喜郎Yoshiro_Koga@tokyu-land.co.jp東急不動産ホールディングス㈱グループサステナビリティ推進部


